
CFOの小口です。2019年度第3四半期決算の概要について説明します。
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今回の決算のハイライトとして、まずSpaceJetについて説明します。

2020年度に予定していたTCの取得並びに量産初号機の納入が、2021年度以降となる見
通しとなりました。

SpaceJetの開発状況や様々な観点からの評価をもとに、当第3四半期において、

過年度の累計資産計上額（減損）並びに当期の損失額とを合わせて、1,753億円を事業
損失に計上しました。

なお、過年度に計上した累計損失額並びに当期の損失計上額に対する繰延税金資産
1,780億円を計上した結果、親会社の所有者に帰属する四半期利益（当期利益）は33億
円となりました。

通期の見通しに関しては、第4四半期に予定されている減損と損失計上を合わせて、事
業損失△2,700億円、当期損失△600億円となる予定です。

続いて、第3四半期までの経営状況について説明します。

まず、受注高は、パワードメインが増加したことにより、前年度を上回りました。

売上収益及び定常収益（SpaceJetを除く）は、概ね前年同期並みで推移しています。通期

見通しについては、米中貿易摩擦等の影響が中量産品、特にターボチャージャで大きく
出ていることなどを踏まえ、インダストリー＆社会基盤ドメインにおいて、受注高、売上収
益、事業利益とも下方修正しました。

なお、南ア和解によるB/S、P/L、C/Fへの影響は、当第3四半期に加え、一部は第4四半期
以降に反映される予定です。

配当については、期首計画どおり、前年度比20円増配の150円／株の予定です。
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受注高は2兆6,534億円で前年度から1,741億円増加、売上収益は2兆8,565億円で、427
億円の減少となりました。

事業利益については、SpaceJetの損失を含めると127億円となり、前年度比では925億円
の減少です。

なお、当期利益は、SpaceJet関連の繰延税金資産を計上したことにより、税金費用が大
きく減少した結果、前年度比660億円増加の1,014億円となりました。

EBITDA、フリーキャッシュフローはご覧のとおりです。
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SpaceJet事業の影響を除いた定常収益に関しては、事業利益は1,881億円で概ね前年
同期並みです。当期利益については、980億円、EBITDAは2,903億円であり、比較的安
定感のある経営成績だと評価しています。

フリーキャッシュフローは△2,255億円ということで、前年度同期から悪化していますが
、概ね期首計画どおりに推移しています。

5



セグメント別の内訳について説明します。受注高は、パワー部門において、前年度から
繰り越した大型案件及び比較的堅調なガスタービンが寄与し、前年度同期比3,476億
円増加の1兆1,041億円となりました。

インダストリー＆社会基盤は、1兆2,595億円ということで約1,000億円減少していますが

、これはエンジニアリング関連の大型案件の受注が後ろにずれていることに加えて、中
量産品が苦戦をしていることを反映しています。

航空・防衛・宇宙は前年同期を下回る3,227億円ですが、通期では挽回できる見通しで
す。

続いて売上収益ですが、インダストリー＆社会基盤において、主に中量産品の売上減
少が響き1兆3,128億円に留まりましたが、パワー及び航空・防衛・宇宙については概
ね前年同期並みとなりました。

事業利益については、インダストリー＆社会基盤が売上の減少により、航空・防衛・宇
宙がSpaceJet関連の損失計上により悪化しています。パワーは、Trent1000のトラブル
対応費用に関する引当を実施しましたが増益となりました。
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B/Sは当社が掲げる経営指標トリプルワンプロポーション（総資産：売上：時価総額＝1：
1：1）の基軸であり、従来から効率化に努めてきました。

特に流動資産の効率化が進んでおり、例えば営業債務（いわゆる買掛金）と契約負債
（いわゆる前受金）の合計額約1兆6,000億円で、8,184億円の棚卸資産を賄っており、

ほぼ投下資金ゼロの状態で経営をしていると言えます（かつては棚卸資産の額と営業
債務＋契約負債が同程度の金額でした）。

売上債権を確実に回収することによって、有利子負債の圧縮が進んでいますが、今後
はアセットマネジメントを中心に固定資産の効率化にも取り組んでいきます。

なお、前年度末のB/Sと比較すると、総資産が4,000億円ほど増加していますが、棚卸
資産の積み上がりなどにより、通常第3四半期末に総資産が増加する傾向にあります
。また、今年度特有の事象としてIFRS16号の影響、すなわちリース資産のオンバランス
化により、固定資産が約1,000億円増加していることに加えて、南ア和解の影響の一部
が第4四半期以降に反映されることも一因です。

有利子負債については1兆140億円ということで、前年度末比で3,489億円増加してい

ますが、キャッシュフローが計画通りに推移していることを鑑みて、今年度末時点では
6,000億円程度まで圧縮できる見通しです。
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南ア和解の処理が第3四半期末時点では完了していないことなどから、総資産が膨れ
る一方で自己資本が減少しており、一時的に自己資本比率が23.7％と低下しています
が、MHPS株式の譲受を含む一連の取引が完了した際には、25～26％まで戻る予定で
す。

また、今般、SpaceJet関連の資産を減損処理しましたが、これによる自己資本への影
響は軽微です。

有利子負債の年度見通しは6,000億円であり、デットエクイティレシオはご覧の通りです
。

営業キャッシュフロー、投資キャッシュフロー、フリーキャシュフローの状況はご覧の通
りですが、通期のフリーキャッシュフロー見通しを500億円から1,000億円に上方修正し
ました。
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受注はパワーがガスタービン、スチームパワー、原子力で増加しました。

インダストリー＆社会基盤についてはエンジニアリング事業において大型案件の受注
が後ろにずれていることや、ターボチャージャや工作機械等の自動車関連事業で苦戦
していることを反映しております。

航空・防衛・宇宙は、艦艇、防衛航空機・飛昇体とも減少していますが、通期見通しは
達成できると認識しています。

続いて受注残高に関しては、2,800億円ほど減少していますが、今年度末に向けて受
注を積み上げていきたいと考えています。

なお、洋上風車事業を手掛けているMHI Vestas Offshore Windは持分法適用会社のた
め、外数として参考表示していますが、これも合わせると受注残高は5兆8,000億円程
度となります。
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売上の状況ですが、パワーはコンプレッサ、航空エンジンが増加し全体では微増、

インダストリー＆社会基盤は、中量産品を中心に減少しています。

航空・防衛・宇宙については民間航空機が増加しています。Boeing737MAXにおける当

社の担当シェアは非常に限定的であることから、当社の民間航空機事業に与える影響
は軽微です。
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事業利益については、SpaceJetの減損等で大きく減少していますが、その他の事業に

ついては、インダストリー＆社会基盤の減益をパワーの増益でカバーし、概ね前年同
期並みとなりました。
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今年度見通しについては、受注高はパワーで増加を見込むものの、インダストリー＆
社会基盤の大型案件の期ずれ及び中量産品の苦戦を反映し、4兆3,000億円から4兆
500億円に下方修正しましたが、前年度から約2,000億円の増加となります。

売上収益は中量産品の減少等を考慮し、4兆3,000億円から4兆1,500億円に下方修正
しました。

事業利益は当初2,200億円を予定していましたが、SpaceJetに係る減損及び追加費用
の計上を反映し0に、当期利益については100億円減少の1,000億円としました。

フリーキャッシュフローは500億円から1,000億円に上方修正、配当については年間で
20円増配の150円を維持したいと考えています。
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SpaceJetについては、補足説明資料17ページも併せてご参照ください。
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セグメント別の通期見通しについては、パワーにおいて事業利益を1,400億円から
1,600億円に200億円上方修正しました。

インダストリー＆社会基盤は受注、売上収益、事業利益ともに期首計画を下方修正し
ました。

航空・防衛・宇宙に関しては、SpaceJet関連の損失を計上したため期首計画値を大きく
下回る見通しとなりました。
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第3四半期累計で計上したSpaceJetに係る事業損失1,753億円には、当期発生額975億
円と過去計上済資産の減損778億円が含まれます。

元々、今年度のキャッシュアウト見通しが1,000億円、当期事業損失が800億円、その
差額の200億円を資産計上する予定でしたが、今般、発生費用（キャッシュアウト）を全
て損失に計上したほか、昨年度までに計上した資産の減損を行った結果、1,753億円

の事業損失となりました。なお、過年度に計上した累計損失額並びに当期の損失計上
額に対する繰延税金資産を1,780億円計上した結果、SpaceJet事業に係る当期利益は
33億円となりました。

年度見通しについては事業利益が△2,700億円、当期利益が△600億円の予定です。
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最後に、当社が目指す姿であるTOPの基盤となるB/Sの効率化に関して説明します。ま

ず、キャッシュ・コンバージョン・サイクルの推移等から、流動資産サイドは顕著に改善
していることが窺えます。

一方、当社のB/Sには、南アプロジェクトに関する日立製作所（株）への請求権約5,500
億円やSpaceJetに関わる資産のほか、稼働率の低い工場といったリスク資産が含まれ
ていましたが、今般の南ア和解とSpaceJet関連資産の減損により、相当程度圧縮する

ことができます。さらに、低稼働工場の譲渡・流動化、政策保有株式の売却等を進める
ことでより一層B/Sの効率化を図っていきます。

以上で2019年度第3四半期決算の説明を終わりにします。
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